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Ⅰ 実務家首班政権と民主主義

イタリアで政権危機（内閣が総辞職しながら

新政権が未成立の状態）が起きると，欧米でも

日本でも「またか」という反応がある。イタリ

アの内閣が他国に比して短命なことはよく知ら

れており，1946 年の共和制移行後の歴代 67 内

閣（ただし，首相は 30 人で，同時期の日本の

33 人より少ない）の平均継続日数は 414 日

（約 14 か月）である1)。実は 2020 年 7 月 21 日

の総辞職時で 523 日のドラーギ内閣（総辞職後

も新政権成立まで業務遂行が可能）は，その時

点でも継続日数で 20 番目に位置し，歴代政権

の平均を越えている。ちなみに，就任から総辞

職までの「実質的な」政権継続日数でいうと，

歴代政権の平均日数は 380 日，つまり約 1年ま

でに落ちる。

しかし，EUから多額の資金を受け取る立場

の国がいったい何を悠長なことをしているの

か，などと考えるのは，いささか無責任な部外

者の視点である。議会制民主主義の EU加盟国

には当然それぞれに主権があり，各国首脳は自

国民への説得なしに対 EU政策を執行できず，
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今後のイタリア政治の展望

2022年 7月に総辞職したドラーギ内閣は，危機対応のために例外的に実務家が首班を取るものであるが，

実務家首班はあくまで臨時のものであり，議会制民主主義との矛盾を避けるために長期化はできないものである。

今回の政権危機は，直接的には挙国一致内閣で影響力を減じ，党内に分裂傾向もあった五つ星運動が政権の

信任をかけた「救援政令」の法律化期限を見越して，自党の政策実現を要求したものであるが，同党に限ら

ず，実務家首班政権で独自色を出しにくい政党は，総選挙のタイミングを測っていたのであり，政権の存続は

時間の問題であった。

ドラーギ政権のもとでEUの復興基金による投資が進むことが期待されていたが，市民に身近な経済問題を

めぐって，実務家と政党の間には統治手法をめぐって対立がないわけではなかった。

総選挙に向けては，右派政党間の選挙協力が進み，反欧州路線は取らないと内外の懸念を緩和するアピール

も行われているため，イタリア同胞を中心とする右派連合の圧勝の可能性が高いが，右派政権もEUと決定的

な対立は避けるものと考えられる。



EU も加盟国の国内政治とある程度まで妥協し

ていかなければ，円滑な政策運営は難しい。わ

れわれはそのことをユーロ危機の際にギリシャ

を通じて十分に学んだはずである2)。

危機に際して実務家を内閣首班に充てるの

は，今やイタリアのお家芸ともいえるものであ

るが，これも 1993 年発足のチャンピ内閣（実

務家と政党が共存する構成はドラーギ内閣と似

ている）が初めてであり，その後，閣僚全員が

実務家のディーニ内閣（1995 年発足）やモン

ティ内閣（2011 年発足）が成立したのも，EU

の経済通貨統合が本格始動してから，つまり

ユーロ時代の産物である。いずれも危機対応の

ために国際金融界に名が知られた経済実務家を

登用したものであり，どの内閣の任期も 2年に

満たない。

そもそも，実務家首班政権は本来，危機の克

服のために臨時に認められる例外的な政権であ

り，長期化すれば議会制民主主義の否定になり

かねない3)。ユーロ危機の対応に当たったモン

ティ内閣も有力政党の支持を失ったときに辞職

した。モンティの場合は，その後，自分の行っ

た改革を引き継ぐ政党がなかったために，辞任

表明後に自ら中道新党「市民の選択」を結成し

て選挙戦に参加したが，台頭した五つ星運動と

既存の左右両陣営に囲まれて埋没した。ドラー

ギは，自ら選挙戦に立つことも，特定の陣営に

与することもなく，政界から退場する。

危機の責任は専らポピュリスト政党にあると

いう見方も，半分しか当たっていない。確かに

今回の危機の引き金を引いたのは，左派ポピュ

リスト政党の五つ星運動であり，とどめを刺し

たのは右派ポピュリスト政党の同盟と，ベルル

スコーニが率いるフォルツァ・イタリアという

右派 2党である。しかし，これらの政党だけで

なく，有力政党のうち「イタリア同胞」（Fratelli

dʼItalia, FDI）を除く左右の主要政党すべてが

参加した史上初の挙国一致政権であったがゆえ

の矛盾は，ドラーギの国際的名声の影で時間の

経過とともに拡大していたのである。

私たちは自国の政治を見るときには，経済指

標や世論調査だけでなく，法案成立などの政治

日程をにらんで分析する。イタリアのような

EU加盟国の動向を見る場合でも当然，政治に

おける決定のプロセスとタイミングを見た分析

を行わなければならないだろう。

Ⅱ 実務家首班と政党の緊張関係

今回の政権危機の直接的な発端となったの

は，五つ星運動のコンテ党首が 7月初に月内の

実現を求めて最後通牒として内閣に突き付けた

9 項目の緊急要求である。これには，最低賃金

の即時導入，五つ星運動の目玉政策であった

「市民給付」に対する受給制限強化の停止，支

給が停止された建設業支援の「スーパーボーナ

ス 110」支給の再開，ガス・化石燃料関連イン

フラへのインセンティブ供与停止などが含まれ

ていた4)。

この要求は，ドラーギ内閣の信任をかけた，

物価高・エネルギー価格高騰から家庭を救うた

めの「2022 年 5 月 17 日法律政令 50 号」，通称

「救援政令」（decreto Aiuti）の法律化期限（法

律政令は公布後 60 日の期限内に法律化しなけ

れば期限後は無効となる）の直前に，同月内の

実現を求めてなされたものであり，ドラーギ首

相にはこの要求に合わせて法律の内容を変える

時間はなかった。法案に政権の信任をかけるこ

とになっているので，否決はドラーギ内閣の不

信任を意味する。いわば，五つ星運動の瀬戸際
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政策，最後通牒であった。

コロナ禍のもとでイタリア政府は多くの政令

（幾つかの種類がある）を出し，危機対応をし

てきた5)。特に内閣に制定が委ねられた法律政

令（decreto legge）こそが，イタリアの機動的

な危機対応を支えてきた手段である。「救援政

令」の法律化自体は，五つ星運動が採決を欠席

しても，圧倒的な連立与党に支えられ，下院

（定数 630）では賛成 226，反対 47，上院（定

数 315 と定数外の終身上院議員）では賛成

179，反対 39 で，両院で可決された。しかし，

ドラーギ首相は，選挙によらない政権は議会の

広範な支持を必要とし，五つ星運動の支持なし

に挙国一致内閣の存続はあり得ない，とかねて

から述べており，その通りに辞意を表明したの

である6)。

マッタレッラ大統領はドラーギの辞意を受理

せず，議会の再説得を試みさせた。しかし，7

月 20 日の上院での信任採決では，五つ星運動

は出席して定足数を満たしながら投票はせず

（上院では意思表示がなければ「棄権」にも数

えられない），ドラーギに五つ星運動抜きの新

政権樹立を求めていたフォルツァ・イタリアと

同盟は欠席した。信任決議自体は形式的には賛

成 95（民主党など），反対 38（FDI など）で

可決されながらも，多くの議員が投票しなかっ

たために実質的な正統性はなく，ドラーギ首相

は大統領に再度辞意を伝え，これを認めた大統

領による上下両院の解散，総選挙となったもの

である。奇妙なことに，上記の 3党とも議場で

ドラーギ本人に対し，直接的な「不信任」の意

思表明はしてはおらず，政党は互いにドラーギ

に不名誉な撤退を強いた責任をなすりあった。

とはいえ，上述のように，直接的な引き金を

引いたのは，五つ星運動である。五つ星運動

は，主要政党で唯一，直近の 3つの内閣で与党

であり続けているが，図 1のように，支持率

は不振だった 2019 年の欧州議会選挙から右肩

下がりで落ちており，もともとイデオロギー的

には多様な党内で分裂と除名を繰り返した結

果，議会会派の人数は半減した。2020 年秋に

はコロナ禍のなかで議員定数削減の国民投票を

主導し成立させたものの，2021 年の統一地方

選では，5 年前につかんだローマとトリノの市

81世界経済評論 2022年11月12月号

ドラーギ政権の崩壊と今後のイタリア政治の展望

図1 イタリアの政党支持率（政党名を挙げた回答に占める割合，％）



長職も民主党に奪還された。どちらの都市でも

決選投票は左右二大陣営の統一候補間で行わ

れ，単独で臨んだ五つ星運動の候補者は決選投

票に残れなかった。

こうしたなかで五つ星運動のメンバーや支持

者の期待を集めたのが，コロナ禍での対応で国

民の支持を得たコンテ前首相である。法学教授

のコンテは「国民の弁護士」を自称し，2 次の

内閣で首相在任中は，五つ星運動に推されては

いたものの，入党してはいなかった。五つ星運

動が首相辞任後の彼を事実上の党首に迎えたと

き，ディマイオ外相はすでに政治リーダー

（capo politico：五つ星運動は自らは運動であり

政党でないとして「党首」名称を用いてこな

かった）を辞任し，暫定政治リーダーのもとで

実力者不在の状況であった。ところが，コンテ

が通常の政党に近い党運営を進めようとしたこ

とは，五つ星運動の創立者であり現在は後見役

となっているグリッロと齟齬をきたした。両者

はすぐに関係を修復し，コンテは五つ星運動で

初めて「党首」（presidente）を名乗ることに

なったが，その後の五つ星運動の党運営の難し

さを予想させた。

一方，コロナ禍以前に党のリーダーだった

ディマイオは，自らが副首相兼経済発展・社会

政策・労働相を務めた第 1次コンテ内閣の総辞

職の際には，それまでの連立相手の右派の同盟

から新政権の首班に期待されたほどだったが，

民主党と組み直した左派連立の第 2次コンテ内

閣で外相に就任してからは，むしろ親欧州派に

近づき，2019 年の欧州議会選挙では「イタリ

ア人ファースト」を掲げた同盟と政策を差別化

したものの，結果はふるわず，リーダーではい

られなくなった。

ディマイオは，もともと五つ星運動のもう一

人の創立者で IT 経営者のカザレッジョ（五つ

星運動のオンライン意見交換・投票システム

「ルソー」を構築したが，2016 年に死去）に近

い人物で，高卒の非正規労働者出身だったが，

大衆的左派路線のグリッロよりも，政策面では

現実的な路線を志向しがちである。その後，

ディマイオは，2022 年に入り，ウクライナへ

の武器供与に慎重な議員たちとの意見の違いを

理由に，五つ星運動を 50 数人の両院議員と

ともに離党し，新党「未来のためにともに」

（Insieme per il Futuro, IPF）を結成した。離

党者の多かった五つ星運動でも，同時期にこれ

だけの離党者が出たのは初めてである。

五つ星運動は，同盟との左右ポピュリスト連

立政権だった第 1次コンテ内閣と，民主党との

左派連立政権だった第 2次コンテ内閣の両方で

過半の閣僚を占めていたが，挙国一致内閣では

重要だが国内的アピールに乏しい外務と農業，

対議会関係と青年対策の特命相という 4つのポ

ストに留まる。さらに，上述のように，ウクラ

イナ危機も，もともと対外的な軍事活動や制裁

には消極的な同党にはセンシティブな内容であ

り，ツイッターで武器供与に反対を呼びかけた

上院外交委員長は，他党の反対で辞職に追い込

まれた。コンテは，これ以上の党内分裂を抑え

るためにも，支持の回復のためにも，党の政策

をアピールする思い切った動きを取る必要が

あった。

ドラーギ首相は，挙国一致内閣で特定の側の

政党の支持のみ受けるテーマを積極的に推進す

ることを避けてきた。そのようなテーマは議会

の審議で決められるべきという考え方であっ

た。それは挙国一致内閣の宿命であったが，こ

れをいつまでも続けていては，総選挙に向けて

各政党の持ち味は発揮できない。ドラーギが左
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右どちらの側に就くこともなかったので，各党

はドラーギ政権の功績を自らの手柄として他党

と差別化することも難しい。その間に，主要政

党で唯一野党に留まった FDI への支持が高

まっていった。

党内で対立の火をかかえ，大衆へのアピール

こそが身上のポピュリスト政党である五つ星運

動が，ここで政府と距離を取ることになって

も，あえてドラーギ首相に強く要求した背景に

はこうした事情があったのである。他の連立与

党の賛成で信任可決されると考えて，ドラーギ

に圧力をかけていた節もあるが，その誤算のた

めにドラーギ政権崩壊の最大の責任を負うこと

になった。

ただし，この政権危機のタイミングは，予定

していなかったものではあるが，FDI の伸長

と同時に右肩下がりで支持が落ちていて，選挙

による挽回の機会を探っていた同盟には，好機

となった。高齢のベルルスコーニ党首の影響力

が落ち，離党者が相次いでいたフォルツァ・イ

タリアもこれに乗った。これら 2党は，五つ星

運動の離反を理由に，ドラーギが受けるはずも

ない同党抜きの新政権樹立を持ち掛け，政権危

機の責任を五つ星運動に負わせつつ，選挙戦突

入を不可避とするために，採決を欠席したので

ある。

Ⅲ EU復興基金と市民にとっての

経済問題

2022 年初までのマッタレッラ大統領の 1 期

目の任期の最後の 6か月は，憲法上選挙ができ

ない期間であった。これはちょうどイタリアが

EU復興基金の 1 回目の受領申請を控えた時期

で，各党はどのみち勝負は仕掛けられなかっ

た。一方で，議会が任期満了になる 2023 年春

の直前まで待っていたのでは遅すぎる。政党政

治家の立場に立てば，むしろ，早晩何らかの行

動に出るタイミングだったのだ。

ただし，国民が政権危機を望んでいたわけで

ないのは確かで，調査会社 SWGによれば，約

半数の市民はドラーギ政権の存続を望んでい

た。ただし，支持政党別では，民主党支持者で

は 86％に上るのに対し，五つ星運動支持者は

48％，同盟支持者は 46％，フォルツァ・イタ

リア支持者は 44％と差がある。また，同じ調

査では，今回の危機の責任は五つ星運動とコン

テ党首にあると考える人が 59％であった。同

時期の別の調査（スピン・ファクター）では，

ドラーギ首相を支持する人が 67.91％，ドラー

ギ内閣も 60.82％の人が支持している7)。

ドラーギ政権は，EU の復興基金「新世代

EU」の基金受領のために EU と約束した目標

の達成を確実にこなしてきた。2021 年 8 月の

EU からの前渡し金 249 億ユーロに続き，2021

年末までに 51 の目標を達成して 241 億ユーロ

（補助金 115 億ユーロ，貸付 126 億ユーロ）を

申請した結果，2021 年 4 月に 1回目の支給 210

億ユーロ（補助金 100 億ユーロ，貸付 110 億

ユーロ）受領が実現した。第 2 回の申請も

2022 年 6 月に 45 の目標を達成したとして，前

回と同額の 241 億ユーロの申請をしている8)。

ブルネッタ総務担当相（フォルツァ・イタリア

=当時，現在は離党）が「われわれは EUの復

興基金計画の実現で EUをリードしている」と

誇ったくらいである。

いわば，今回の政権危機はこの 2回目の申請

の直後に起こったわけであり，このあと，EU

側で 2，3 か月間の審査が行われるので，その

間にイタリアの総選挙が行われ，その後に成立
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する新政権が年末に向けて，国内予算の作成と

EU基金の 3 回目の受領申請を担当することに

なる。コロナ前から秋から冬が EU監視下での

予算審議の重要な時期（イタリアの会計年度は

暦年と同じ）であることは誰もが分かってお

り，その意味で最悪の時期の選挙とは実は言え

ない。

国内では，ドラーギ政権下でワクチン接種が

進み，グリーンパス導入で行動規制も緩和され

たため，経済・労働政策をめぐる議論が活発に

なっていた。しかし，EU の復興基金などの成

長政策は中長期的な効果を目指すもので，市民

の生活の安定に直結するものではない。さらに

ウクライナ危機による物価高から，政府の対応

への不満も増していった。こうした市民感情に

ついては，五つ星運動に近い（ただし批判も厭

わない）新興の日刊紙『ファット・クォティ

ディアーノ』に多く寄稿するトマーゾ・モンタ

ナーリ（シエナ外国人大学学長）の著書『憲法

の浸食：ドラーギ政権と民主主義』が，エリー

ト集団のドラーギ政権を辛口批評していて，参

考になる9)。

まず，モンタナーリは，「新世代 EU」の復

興資金はグリーン投資を謳い，環境目的としな

がら，実際には効率化を理由に大型インフラの

整備に充てられていることが多く，脱炭素化の

側面が弱いということ，一方で環境といって

も，近年多発している水害への対策など経済成

長に直結しない分野の対応は少なく，気候変動

への対応としても弱いことを挙げている。

また，モンタナーリは，ドラーギは国際金融

界の申し子であり，労働市場の柔軟化が従来の

主張で，その認識は危機下でも基本的に変わっ

ておらず，コロナ禍で進んだ若者の雇用の不安

定化は，2 次のコンテ内閣で凍結されていた解

雇をドラーギ内閣のもとで解禁したときに顕在

化したとする。共和国の社会的モラルの見守り

役であるマッタレッラ大統領は 2021 年末の大

統領テレビ演説（毎年末に行われ，その年の総

括と翌年の課題が語られる重要な演説）で特に

この問題に注意を喚起していた。

この他に，個別問題でのドラーギと政党の対

立が顕著だったのは，「スーパーボーナス 110」

をめぐってであった。この助成措置は第 2次コ

ンテ内閣が 2020 年 5 月にコロナ禍のもとで建

築業の苦境を助けるために導入したもので，エ

ネルギー効率を改善した建築物やインフラに助

成するものだが，制度設計に問題があり，国庫

支出が膨大になり，インフレ要因ともなったた

めに，会計検査院も問題視し，ドラーギ政権下

の 2022 年 6 月に支給がストップした。今回，

五つ星運動は支給再開を求めたが，ドラーギ首

相は拒否した。ドラーギは，この制度を考案し

た人は「罪深い」と，辞任した 7 月 20 日の議

会演説で述べている。このように，大衆を代表

する直接民主主義を志向するが，政治経験が短

い五つ星運動と，ドラーギを初めとする実務家

たちとの間には，統治手法をめぐって緊張感が

あったのである。

Ⅳ ドラーギ後のイタリア政治の展望

ドラーギの去就については，選挙後に彼が左

右いずれかの勢力に担がれて政権に就くことは

ないと思われる。そのような卑小な役回りは，

彼自身のプライドが許さないだろうし，右派の

FDI がドラーギ政権に対する唯一の野党とし

て現在最も人気があり，この党は明確にドラー

ギ内閣不信任の投票をしているからだ。今後，

ドラーギの表舞台への復帰であり得るのは，
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マッタレッラ大統領が任期途中（任期は 2029

年まで）で辞任し，左右両派の支持を受けて大

統領に選ばれることである。大統領には政策執

行の実権はないが，最高国防会議議長であり，

各党と交渉のうえで首相候補者を見極めて組閣

を指示し，法案や閣僚人事の署名拒否権を持つ

など，緊迫した状況のもとで共和制の守護者と

なる。その意味でイタリアの国際的信頼の確保

にもう一度担ぎ出される可能性はある。

右派 3 党（同盟，フォルツァ・イタリア，

FDI）は，目玉政策の「フラット・タックス」

（個人所得税率を低く一本化する）でも細部で

矛盾をきたしている（同盟は 15％，フォル

ツァ・イタリアは 23％，FDI は税率を明確に

せず累進的要素も考慮）が，大枠で合意した選

挙連合としての公約10) も発表し，まとまりが

ある。この文書では，右派が反欧州ではないと

いうことを強調していて，右派に対する内外の

懸念を否定するものである。FDI のメローニ

党首は，ソーシャルメディアの活用が巧みで，

自ら仏英西の 3か国語を用いて，彼女が左派寄

りと呼ぶ外国紙の批判に応えた動画を発信して

いる。

左派は分裂しており，民主党と五つ星運動は

今回も別々に戦うほか，前回の総選挙では民主

党を率いていたレンツィ元首相（現在は 2018

年結成の「イタリア・ヴィーヴァ」党首）と，

カレンダ元経済発展相（2019 年結成の「ア

ツィオーネ」書記長）による第 3極を目指した

親欧州改革派の連合もこれらと別になる。民主

党は惨敗した前回総選挙から復調し，世論調査

でも FDI に次ぐ支持を得ているが，レッタ書

記長（元首相）も強力なリーダーシップを発揮

しているとは言い難く，かつてのように左派で

圧倒的な影響力を持つまでには回復していな

い。

このままでは，政策的な懸念を緩和したうえ

に選挙協力もできた右派が圧勝する可能性が高

く，カッターネオ研究所の事前シミュレーショ

ンでも，右派が安定多数を確保，特に 1人区で

は中部と大都市の一部を除き全国的に右派が圧

勝との予測が出されている11)。1 人区では右派

同士で潰しあいを避けるために選挙協力もでき

ており，分裂したままの左派はその牙城以外で

は勝目がない。五つ星運動は議席を激減させ，

中規模の政党の一つとして残る可能性しか見え

ない。

ここまで差がついた予測があることから，選

挙後の右派政権の成立を見越して，少し先まで

展望しておく必要があると思われる。FDI が

極右のネオファシスト政党「イタリア社会運

動」（MSI）の系譜を引く政党であることは，

むろん懸念材料である。この系譜に従って

FDI を「極右」と呼ぶ報道もあるが，「右派」

と呼ぶほうがよいだろう。というのは，冷戦後

にMSI がナショナリスト保守政党「国民同盟」

（AN）に再編され，さらに穏健化して，ベル

ルスコーニのフォルツァ・イタリアとともに

「自由の人民」に合同したものの，旧 AN の政

治家たちが同党に定着できず，離党してできた

のが FDI だからである。MSI の時代からは大

きくイデオロギーが変化している。

現在の欧州議会での位置取りでも，同じ右派

の同盟がフランスの国民連合やオランダの自由

党などとの会派「アイデンティティと民主主

義」に属しているのに対し，FDI はポーラン

ドの「法と正義」やスペインの VOXなどが入

る会派「欧州保守改革派」（ECR）に属してい

る。一般に前者を「極右」ないし「急進右派」

と呼ぶことも多いと思うが，同盟はドラーギ政
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権に左派政党とともに入閣したように，一度も

政権入りしていないフランスの「国民連合」な

どとは違い，かなり柔軟性があり，これもやは

り「右派」と呼ぶべきだろう。

FDI のメローニ党首が，欧州議会のキリス

ト教民主主義政党の会派「欧州人民党」（EPP）

を除名されたハンガリーのオルバン首相と親交

を深めたのは，自国民中心の福祉政策と対外関

係での独自路線を評価したものと考えられる。

さらにメローニが，「キリスト教新ファシズム」

とも評されるスペインの新興政党VOXに一時

接近した（現在は距離を置いている）ことは，

やはり極右ではないかとの懸念を生んだが，こ

れも VOX の主張に FDI の支持者が多い南部

のカトリック保守層と通じるものがあったから

で，カトリック信者へのアピールは同盟のサル

ヴィーニも演説中にロザリオを取り出すなどし

て行っている。つまり，同盟と FDI は，どち

らもかなり柔軟な「右派」というべきであり，

両者の違いは相対的なものでしかない。

FDI は，右派の最有力政党になったことが

なく，長く周縁的な位置にいたので，右派全体

に人材を求めなければならないだろう。そのた

め，右派政権の経済財務相には，ベルルスコー

ニ政権の経済財務相を務めたトレモンティ（税

法教授から政界入り）やシニスカルコ（元国庫

総局長）といった実務家の名前が挙がってい

る。一方，外相には，先に大統領候補にも名前

が挙がった女性外交官エリザベッタ・ベッロー

ニの名前が挙がっている。外務省事務総長と総

理府安全保障情報局長の経験者であり，経歴は

完璧である。このように対外的な関係を担う要

職には依然，実務家を置くことで国際社会の懸

念を和らげることも考えられる。

つまり右派政権が成立しても，イタリアが

EUに背を向けることは考えにくい。メローニ

は，コロナ対策やウクライナ危機を理由に EU

の復興基金を用いた PNRR（国家復興強靭化
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計画）の修正を求める可能性を否定していない

が，復興基金を活用したインフラ整備は，イタ

リアが熱望していたことであり，右派も当然こ

れを活用したい。復興基金以外の国内財政につ

いても規制緩和を求めるだろうが，同盟を含む

第 1次コンテ政権が EUと緊張感のあるやり取

りをしながらも，最終的には妥協したように，

EU の資金を必要とするイタリアができるの

は，あくまで条件闘争に限られるのが，ユーロ

時代の現実である。

とはいえ，本格的な政党内閣の復活は，国家

エリートの良心ともいえるドラーギをトップに

掲げていたときよりは，政策執行者たちのモラ

ルが緩むことも懸念される。図 2のように，過

去の右派政権期（2011 年まで）の財政指標には

少なくとも，この懸念を打ち消すほどの説得力

はない。ドラーギは辞任時の議会演説で，EU

の復興基金を用いた PNRR の遂行は官僚主義

との戦いでもあると述べている。イタリアはド

ラーギの権威に頼らなくても国際社会から信頼

される政府を作っていかねばならないだろう。
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